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(57)【要約】
【解決手段】一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有することを特徴とす
るオルガノポリシロキサン。
【効果】本発明の接着用プライマー組成物は、組成物の構成成分として、トリアジンチオ
ール基とアルケニル基を有するオルガノポリシロキサンを用いる。トリアジンチオール基
部分は金、銀、銅等の難接着の金属と強固な化学結合を形成し、シリコーンゴムの加硫に
機構に組み込まれることから、結果として高い接着力が発現する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有することを特徴とするオルガノ
ポリシロキサン。
【請求項２】
　下記シロキサン単位式（１）で表されることを特徴とする請求項１記載のオルガノポリ
シロキサン。
【化１】

［式中、Ｘは水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ1～Ｒ6は置換基を有して
もよい炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、又は炭素数６～１０
の芳香族炭化水素基である。但し、Ｒ1～Ｒ6のいずれかに少なくともアルケニル基及び下
記構造式（２）

【化２】

（式中、Ａは２価の有機基であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサン
のケイ素原子と結合している。）
で表される基を共に１個以上含み、ａは平均０＜ａ≦０．８であり、ｂは平均０＜ｂ≦１
であり、ｃは平均０≦ｃ＜１であり、ｄは平均０≦ｄ≦０．４であり、ｅは平均０≦ｅ≦
０．５であり、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＝１である。］
【請求項３】
　構造式（２）において、この中の有機基－Ａ－が、酸素原子、硫黄原子、窒素原子から
選ばれるヘテロ原子又はカルボニル炭素を間に挟んでもよい２価の炭化水素基であること
を特徴とする請求項２記載のオルガノポリシロキサン。
【請求項４】
　構造式（２）において、２価の有機基－Ａ－が、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－又は－ＣＨ2

ＣＨ2ＣＨ2ＮＨＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－であることを特徴とする請求項３記載のオルガノポリシ
ロキサン。
【請求項５】
　アルケニル基がビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、又は
シクロヘキセニル基であることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項記載のオルガ
ノポリシロキサン。
【請求項６】
　アミノ官能性基とアルケニル基を側鎖に有するオルガノポリシロキサンと、トリアジン
トリチオールを反応させることを特徴とする、一分子中にトリアジンチオール基及びアル
ケニル基を有するオルガノポリシロキサンの製造方法。
【請求項７】
　アミノ官能性基が、３－アミノプロピル基又はＮ－２（アミノエチル）－アミノプロピ
ル基である請求項６記載の一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有するオ
ルガノポリシロキサンの製造方法。
【請求項８】
　下記（Ａ）及び（Ｂ）成分を含んでなることを特徴とする接着用プライマー組成物。
（Ａ）一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有するオルガノポリシロキサ
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ン。
（Ｂ）有機溶媒
【請求項９】
　（Ａ）成分のトリアジンチオール基を有するオルガノポリシロキサンが、下記シロキサ
ン単位式（１）で表されることを特徴とする請求項８記載の接着用プライマー組成物。
【化３】

［式中、Ｘは水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ1～Ｒ6は置換基を有して
もよい炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、又は炭素数６～１０
の芳香族炭化水素基である。但し、Ｒ1～Ｒ6のいずれかに少なくともアルケニル基及び下
記構造式（２）
【化４】

（式中、Ａは２価の有機基であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサン
のケイ素原子と結合している。）
で表される基を共に１個以上含み、ａは平均０＜ａ≦０．８であり、ｂは平均０＜ｂ≦１
であり、ｃは平均０≦ｃ＜１であり、ｄは平均０≦ｄ≦０．４であり、ｅは平均０≦ｅ≦
０．５であり、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＝１である。］
【請求項１０】
　（Ａ）成分の構造式（２）において、２価の有機基－Ａ－が、酸素原子、硫黄原子、窒
素原子から選ばれるヘテロ原子又はカルボニル炭素を間に挟んでもよい２価の炭化水素基
であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサンのケイ素原子と結合してい
ることを特徴とする請求項９記載の接着用プライマー組成物。
【請求項１１】
　（Ａ）成分の構造式（２）において、２価の有機基－Ａ－が、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨ
－又は－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－であり、一端がトリアジン環と結合し、
他端がポリシロキサンのケイ素原子と結合していることを特徴とする請求項１０記載の接
着用プライマー組成物。
【請求項１２】
　更に、（Ｃ）有機チタン酸エステル類を含むことを特徴とする請求項８乃至１１のいず
れか１項記載の接着用プライマー組成物。
【請求項１３】
　シリコーンゴムとの接着用である請求項８乃至１２のいずれか１項記載の接着用プライ
マー組成物。
【請求項１４】
　金属とミラブル型シリコーンゴム組成物の硬化物との接着用である請求項１３記載の接
着用プライマー組成物。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トリアジンチオール基とアルケニル基とを有するオルガノポリシロキサン及
びその製造方法に関する。本発明は、更にシリコーンゴム等のエラストマーと金属やプラ
スチック、ガラス、樹脂などの被着体との接着に好適なプライマー組成物に関する。特に
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、熱によって硬化するミラブル型シリコーンゴム組成物の硬化物を金属の表面に接着させ
るのに好適で、特に従来困難とされた銅、銀、金に対して優れた接着性を有するプライマ
ー組成物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　シリコーンゴムは物性的、化学的に優れた機能を有することから各種用途に使用され、
最近では金属やプラスチック等との複合体に使用されることも多い。
【０００３】
　シリコーンゴムを各種の被着体、特に金属に接着させるために、各種のプライマーを塗
布するという方法が採られており、シリコーンゴムの特長である耐熱性を考慮し、耐熱接
着性向上を目的とした数多くのプライマー組成物が提案されている（特許文献１：特開昭
６１－２０９２６９号公報、特許文献２：特開昭６２－２９７３６７号公報）。
【０００４】
　通常、プライマー組成物を金属、プラスチック等の被着面に予め塗布した後、その上に
シリコーンゴムをパーオキサイド加硫等により硬化、接着させることが行われている。か
かるプライマー組成物としては、例えばビニルトリメトキシシラン、ビニルトリ（２－メ
トキシエトキシ）シラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン等のような不
飽和結合を有するアルコキシシラン又はこれらの加水分解縮合物もしくは共加水分解シロ
キサン、チタン酸エステル及び有機脂肪酸の金属塩とから成るプライマー組成物（特許文
献３：特公昭６２－１７６２２号公報、特許文献４：特公昭６２－１７６２３号公報）、
更にこうしたシロキサン組成物に有機脂肪酸の金属塩及びＳｉＨ基を有する有機ケイ素化
合物とからなるプライマー組成物（特許文献５：特公昭６１－２１０７号公報）等が提案
されている。また、特開昭６０－１１５６６１号公報（特許文献６）では、プライマー中
にアルコキシ基含有ポリシロキサンと白金系触媒とを配合することが提案されている。
【０００５】
　しかしながら、特許文献１～５のプライマー組成物では、接着性が向上するものの、そ
の接着強度の絶対強度は十分とはいえず、また難腐食性の貴金属に対しては接着向上効果
が得られていない。また、特許文献６のプライマーは、約１日でゲル化してしまい、プラ
イマーとしての機能を失ってしまう。しかも、プライマーとしての機能を果たし得る時間
内で、オルガノハイドロジェンポリシロキサンを配合したミラブル型シリコーンゴムと、
高温雰囲気下で酸化劣化しにくい金、銀、銅のような貴金属部品等とを加硫接着させた場
合、必ずしも充分な接着性が得られないという問題があった。
【０００６】
　このような難接着性の金属基材に対する接着改良として、トリアジンチオール誘導体を
用いる技術がいくつか開示されている（特許文献７：特開平０９－７１６６４号公報、特
許文献８：特開２００７－１１９７５２号公報）。特許文献７は、樹脂の成形体にニッケ
ルや銅を含む金属メッキを施し、この金属メッキに接触させた状態でトリアジントリチオ
ールのアルカリ金属塩を含有させたゴムを架橋して、金属メッキとゴムを架橋接着するこ
とにより、金属メッキを介して樹脂の成形体とゴムとを接着するというものである。しか
しながら、この方法では、ゴムにトリアジン誘導体を含有させることから接着表面に架橋
に関与する成分が効率よく存在するとはいえず、プライマー等のように直接、被接着基材
表面に処理するものに比べ、接着向上効果は不十分である。
【０００７】
　特許文献８はアルコキシシリル基を有するトリアジンジチオールアルカリ金属塩を用い
て、ＯＨ基を含有する樹脂に処理し、シランカップリング剤として樹脂の成形体とゴムと
を接着するというものである。しかしながら、この技術では、使用するシランカップリン
グ剤の溶解性が悪いため低濃度となることから、樹脂へ処理効率は十分でなく、接着性が
安定的に発揮できない。その上、シランカップリング剤であることを考えると、ゴムとの
接着基材となる対象はＯＨ基など表面にアルコキシシリル基と化学結合し得る官能基が必
要であり、金、銀、銅といったアルコキシシリル基との反応性が悪い金属には適用できな
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い。また、ゴムとの架橋に組み込まれるトリアジンチオール部分はその反応性が十分では
ない。
【０００８】
【特許文献１】特開昭６１－２０９２６９号公報
【特許文献２】特開昭６２－２９７３６７号公報
【特許文献３】特公昭６２－１７６２２号公報
【特許文献４】特公昭６２－１７６２３号公報
【特許文献５】特公昭６１－２１０７号公報
【特許文献６】特開昭６０－１１５６６１号公報
【特許文献７】特開平０９－７１６６４号公報
【特許文献８】特開２００７－１１９７５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、上記事情を鑑み、シリコーンゴム、特にミラブル型シリコーンゴム組
成物の硬化物と金属、とりわけ金、銀、銅等の難接着の金属とを過酷な条件下でも長期に
亘って強固な接着力を保持できる接着方法を可能とする新規なトリアジンチオール基含有
オルガノポリシロキサン及びその製造方法を提供することにある。また、該オルガノポリ
シロキサンを用いたプライマー組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意検討した結果、シリコーンゴム、特にミラブ
ル型シリコーンゴム組成物の硬化物に対し、トリアジンチオール基とアルケニル基を有す
るオルガノポリシロキサンを含有する特定のプライマー組成物を用いることにより、接着
性が大幅に改善され、従来成し遂げられなかった金、銀、銅といった金属基材との良好な
接着が可能となることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１１】
　即ち、本発明は、下記オルガノポリシロキサン及びその製造方法、並びにプライマー組
成物を提供する。
請求項１：
　一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有することを特徴とするオルガノ
ポリシロキサン。
請求項２：
　下記シロキサン単位式（１）で表されることを特徴とする請求項１記載のオルガノポリ
シロキサン。
【化１】

［式中、Ｘは水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ1～Ｒ6は置換基を有して
もよい炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、又は炭素数６～１０
の芳香族炭化水素基である。但し、Ｒ1～Ｒ6のいずれかに少なくともアルケニル基及び下
記構造式（２）
【化２】
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（式中、Ａは２価の有機基であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサン
のケイ素原子と結合している。）
で表される基を共に１個以上含み、ａは平均０＜ａ≦０．８であり、ｂは平均０＜ｂ≦１
であり、ｃは平均０≦ｃ＜１であり、ｄは平均０≦ｄ≦０．４であり、ｅは平均０≦ｅ≦
０．５であり、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＝１である。］
請求項３：
　構造式（２）において、この中の有機基－Ａ－が、酸素原子、硫黄原子、窒素原子から
選ばれるヘテロ原子又はカルボニル炭素を間に挟んでもよい２価の炭化水素基であること
を特徴とする請求項２記載のオルガノポリシロキサン。
請求項４：
　構造式（２）において、２価の有機基－Ａ－が、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－又は－ＣＨ2

ＣＨ2ＣＨ2ＮＨＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－であることを特徴とする請求項３記載のオルガノポリシ
ロキサン。
請求項５：
　アルケニル基がビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基、ヘキセニル基、又は
シクロヘキセニル基であることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項記載のオルガ
ノポリシロキサン。
請求項６：
　アミノ官能性基とアルケニル基を側鎖に有するオルガノポリシロキサンと、トリアジン
トリチオールを反応させることを特徴とする、一分子中にトリアジンチオール基及びアル
ケニル基を有するオルガノポリシロキサンの製造方法。
請求項７：
　アミノ官能性基が、３－アミノプロピル基又はＮ－２（アミノエチル）－アミノプロピ
ル基である請求項６記載の一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有するオ
ルガノポリシロキサンの製造方法。
請求項８：
　下記（Ａ）及び（Ｂ）成分を含んでなることを特徴とする接着用プライマー組成物。
（Ａ）一分子中にトリアジンチオール基及びアルケニル基を有するオルガノポリシロキサ
ン。
（Ｂ）有機溶媒
請求項９：
　（Ａ）成分のトリアジンチオール基を有するオルガノポリシロキサンが、下記シロキサ
ン単位式（１）で表されることを特徴とする請求項８記載の接着用プライマー組成物。
【化３】

［式中、Ｘは水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ1～Ｒ6は置換基を有して
もよい炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、又は炭素数６～１０
の芳香族炭化水素基である。但し、Ｒ1～Ｒ6のいずれかに少なくともアルケニル基及び下
記構造式（２）
【化４】

（式中、Ａは２価の有機基であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサン
のケイ素原子と結合している。）
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で表される基を共に１個以上含み、ａは平均０＜ａ≦０．８であり、ｂは平均０＜ｂ≦１
であり、ｃは平均０≦ｃ＜１であり、ｄは平均０≦ｄ≦０．４であり、ｅは平均０≦ｅ≦
０．５であり、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＝１である。］
請求項１０：
　（Ａ）成分の構造式（２）において、２価の有機基－Ａ－が、酸素原子、硫黄原子、窒
素原子から選ばれるヘテロ原子又はカルボニル炭素を間に挟んでもよい２価の炭化水素基
であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサンのケイ素原子と結合してい
ることを特徴とする請求項９記載の接着用プライマー組成物。
請求項１１：
　（Ａ）成分の構造式（２）において、２価の有機基－Ａ－が、－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨ
－又は－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－であり、一端がトリアジン環と結合し、
他端がポリシロキサンのケイ素原子と結合していることを特徴とする請求項１０記載の接
着用プライマー組成物。
請求項１２：
　更に、（Ｃ）有機チタン酸エステル類を含むことを特徴とする請求項８乃至１１のいず
れか１項記載の接着用プライマー組成物。
請求項１３：
　シリコーンゴムとの接着用である請求項８乃至１２のいずれか１項記載の接着用プライ
マー組成物。
請求項１４：
　金属とミラブル型シリコーンゴム組成物の硬化物との接着用である請求項１３記載の接
着用プライマー組成物。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の接着用プライマー組成物は、組成物の構成成分として、トリアジンチオール基
とアルケニル基を有するオルガノポリシロキサンを用いる。トリアジンチオール基部分は
金、銀、銅等の難接着の金属と強固な化学結合を形成し、シリコーンゴムの加硫機構に組
み込まれることから、結果として高い接着力が発現する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明に係るオルガノポリシロキサンは、トリアジンチオール基とアルケニル基とを有
するものである。
　上記オルガノポリシロキサンは、下記シロキサン単位式（１）
【化５】

［式中、Ｘは水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ1～Ｒ6は置換基を有して
もよい炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、又は炭素数６～１０
の芳香族炭化水素基である。但し、Ｒ1～Ｒ6のいずれかに少なくともアルケニル基及び下
記構造式（２）
【化６】

（式中、Ａは２価の有機基であり、一端がトリアジン環と結合し、他端がポリシロキサン
のケイ素原子と結合している。）
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で表される基を共に１個以上含み、ａは平均０＜ａ≦０．８であり、ｂは平均０＜ｂ≦１
であり、ｃは平均０≦ｃ＜１であり、ｄは平均０≦ｄ≦０．４であり、ｅは平均０≦ｅ≦
０．５であり、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＝１である。］
で表される。
【００１４】
　上式中でａ，ｂ，ｃ，ｄは、それぞれ１官能、２官能、３官能、４官能のシロキサン構
造の合計モル数を１とした場合の平均モル数を意味し、各シロキサン単位の成分比を示し
ている。ｅは２～４官能シロキサン単位のケイ素原子に直接結合した水酸基、若しくは加
水分解性基の平均モル数を意味し、シロキサン単位式全体の内、加水分解性基が何モル％
であるかを表す。従って、ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＝１であり、０≦ｅ＜（ｂ＋ｃ＋ｄ）である。
【００１５】
　オルガノポリシロキサン樹脂中に１官能シロキサン単位（Ｒ1Ｒ2Ｒ3ＳｉＯ1/2）が導入
されると一般に分子量が低下するため、その範囲は平均０＜ａ≦０．８、好ましくは０＜
ａ≦０．４である。２官能シロキサン単位（Ｒ4Ｒ5ＳｉＯ2/2）が導入されると樹脂の分
岐度が減少し、樹脂全体のモジュラスが低下するため、樹脂全体の流動性が向上すること
から、その範囲は０＜ｂ≦１であり、好ましくは平均０＜ｂ≦０．８である。３官能シロ
キサン単位（Ｒ6ＳｉＯ3/2）が導入されると、一般に分岐度が向上して樹脂全体のモジュ
ラスが大きくなり、流動性が低下し、ハンドリングが困難となる可能性があるため、その
範囲は０≦ｃ＜１であり、好ましくは０≦ｃ≦０．６である。４官能シロキサン単位（Ｓ
ｉＯ4/2）が導入されると、一般に樹脂の分岐度が顕著に向上し、樹脂全体のモジュラス
が顕著に大きくなり、流動性が大きく低下するため、その範囲は平均０≦ｄ≦０．４であ
り、好ましくはｄ＝０である。加水分解性基を含むシロキサン単位が導入されると、無機
基材との反応点が増加するが、その一方で樹脂中に反応活性基が残存することとなり、保
存安定性が低下するため、ｅは平均０≦ｅ≦０．５であり、好ましくは平均０≦ｅ≦０．
３である。
【００１６】
　上記シロキサン単位式（１）中、ケイ素原子に結合した置換基であるＲ1～Ｒ6のうち、
炭素数１～６、好ましくは炭素数１～４の置換基を有してもよいアルキル基又は炭素数２
～１０、好ましくは炭素数２～６のアルケニル基としては、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基等がアルキル基として例示
され、メチル基が特に好ましい。また、ビニル基、アリル基、ブテニル基、ペンテニル基
、ヘキセニル基、シクロヘキセニル基等が挙げられ、ビニル基が特に好ましい。また、炭
素数６～１０の一価芳香族炭化水素基としては、フェニル基、トリル基、フェニルエチル
基、キシリル基、ナフチル基等が挙げられる。置換基にはフェニル基、フッ素原子、塩素
原子、臭素原子、（メタ）アクリロキシ基、グリシジル基等のエポキシ構造含有基、メル
カプト基、イソシアネート基、アミノ官能性基、トリアジニルチオール基、パーフルオロ
アルキル基、ポリ（ヘキサフルオロプロピレンオキサイド）構造含有基が挙げられる。こ
れらの中でもアルケニル基と下記構造式（２）
【化７】

で表される有機基が置換基としてＲ1～Ｒ6のうちに少なくとも一つは含まれる（即ち、シ
リコーン樹脂のケイ素原子に結合する有機基の少なくとも二つはアルケニル基と上記式（
２）の構造を持つ有機基である。Ａは２価の有機基であり、酸素原子、硫黄原子、窒素原
子から選ばれるヘテロ原子又はカルボニル炭素を挟んでもよい２価の炭化水素基が好まし
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く、特に－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－又は－ＣＨ2ＣＨ2ＣＨ2ＮＨＣＨ2ＣＨ2ＮＨ－が好まし
い。）。
【００１７】
　ケイ素原子に結合した加水分解性基について、Ｘは水素原子、又はメチル基、エチル基
、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基等の炭
素数１～４のアルキル基であり、好ましくは水素原子、メチル基であり、より好ましくは
水素原子である。
【００１８】
　本発明のトリアジンチオール基とアルケニル基を有するオルガノポリシロキサンのゲル
パーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によるポリスチレン換算重量平均分子量
は、好ましくは１０００～２０００００、より好ましくは２０００～１０００００、特に
好ましくは１００００～５００００である。
【００１９】
　本発明のトリアジンチオール基とアルケニル基を有するオルガノポリシロキサンの製造
方法は、下記構造式（３）
【化８】

で表されるトリアジントリチオールとアミノ官能性基含有オルガノポリシロキサンを反応
させる方法が好ましい。
【００２０】
　ここで、上記アミノ官能性基としては１級及び／又は２級アミノ基であれば特に限定さ
れないが、好ましくは３－アミノプロピル基、Ｎ－２（アミノエチル）－アミノプロピル
基である。この場合、アミノ基含有オルガノポリシロキサンは、以下の単位式（４）で表
されるものである。
【化９】

［式中、ａは平均０≦ａ＜０．８であり、ｂは平均０＜ｂ≦１であり、ｃは平均０≦ｃ＜
１であり、ｄは平均０≦ｄ＜０．４であり、ｅは平均０≦ｅ＜０．５であり、ａ＋ｂ＋ｃ
＋ｄ＝１であり、Ｘは水素原子又は炭素数１～４のアルキル基であり、Ｒ’1～Ｒ’6は置
換基を有してもよい炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～１０のアルケニル基、又は炭
素数６～１０のアリール基等の芳香族炭化水素基である。但し、Ｒ’1～Ｒ’6のいずれか
にアルケニル基及び下記構造式（５）
Ｒ7―（ＮＨ－Ｒ8）Z－ＮＨ2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
（式中、Ｒ7は炭素数１～１０のアルキレン基等の２価の炭化水素基、Ｒ8は炭素数２～１
０のアルキレン基等の２価の炭化水素基であり、一端がポリシロキサンのケイ素原子と結
合している。この場合、Ｒ7はＣ3Ｈ6であることが好ましい。Ｚは０～３の整数を示す。
）
で示されるアミノ官能基を少なくとも１つは含む。］
【００２１】
　とりわけ、下記の平均一般式（６）を有するオルガノポリシロキサンが好ましい。
ＱＲ10

2ＳｉＯ－（ＳｉＱＲ10Ｏ）x－（ＳｉＲ9Ｒ10Ｏ）y－ＳｉＱＲ10
2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
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（式中、Ｑは、構造式（５）で表されるアミノ官能基、Ｒ9又はＲ10であり、Ｒ9は炭素原
子２～１０のアルケニル基であり、Ｒ10は炭素原子１～１０個を有する一価の飽和炭化水
素基、特にアルキル基であり、ｘはゼロ又は正の数であり、ｙは正の数であり、そしてｘ
＋ｙは１，１００未満である。）
【００２２】
　最も望ましい構造の一つは、以下のものである。
【化１０】

（式中、Ｑは上記の通り。ｍは０≦ｍ≦４００、ｎは１≦ｎ≦５０、ｋは１≦ｋ≦５０で
ある。）
【００２３】
　このオルガノポリシロキサンは、対応するアミノ基含有ジアルコキシシランを過剰の水
の中で、又は水と溶剤、例えばテトラヒドロフランとの混合物の中で、約１０～約５０℃
、好ましくは室温で約２～約５時間加水分解した後に、真空ストリッピングし、そして得
られた水解物を、ジ（アルキル）－シクロポリシロキサンあるいは（アルキル、アルケニ
ル）－シクロポリシロキサン（Ｒ2ＳｉＯ基の源）及びヘキサメチルジシロキサン、デカ
メチルテトラシロキサン、又は式（６）によって定義された通りの末端ＱＲ10

2ＳｉＯ1/2

基の源として作用するその他の反応体とともに、塩基触媒、例えばＫＯＨの存在下で、約
１３０～約１５０℃で、約５～約１２時間加熱しながら平衡させることによって、あるい
は、平衡化に依らず、両末端に水酸基を有するジメチルポリシロキサンとアミノアルキル
ジアルコキシシランとの脱アルコール反応による方法などにより製造される。
【００２４】
　本発明の製造方法について、本反応は加熱反応であり、適宜に有機溶媒を使用してもよ
い。反応温度は使用する有機溶媒の沸点とも関係するため一義的に設定できないが、通常
、０～２００℃の範囲で設定され、より好ましくは３０～１５０℃である。０℃未満では
反応性が悪く、生産性が落ちてしまう。２００℃を超えると、反応性が飽和し、生産性向
上の効果がないほか、分解反応を含めた副反応が生じるおそれがあり、逆に生産性を落と
してしまいかねない。
【００２５】
　使用する有機溶媒は目的とする反応を阻害しないものであれば特に限定されないが、得
られるオルガノポリシロキサンの溶解性、分散性に優れたものであることが好ましい。具
体的には炭化水素系溶媒、アルコール系溶媒、エーテル系溶媒、エステル系溶媒、アミド
系溶媒、芳香族系溶媒、ケトン系溶媒等が挙げられ、より具体的には炭化水素系溶媒とし
てペンタン、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、デカン、アルコール系溶媒としては、メタ
ノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、エチレングリコール、プロピレングリ
コール、エーテル系溶媒としてはジエチルエーテル、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、ジ
オキサン、エチレングリコールモノアルキルエーテル、エチレングリコールジアルキルエ
ーテル、プロピレングリコールモノアルキルエーテル、プロピレングリコールジアルキル
エーテル、エステル系溶媒としては酢酸アルキルエステル、アミド系溶媒としてはホルム
アミド、ジメチルホルムアミド、芳香族系溶媒としてはベンゼン、トルエン、キシレン、
ケトン系溶媒としてはアセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロ
ヘキサノンが挙げられる。これらの有機溶媒を単独で用いてもよく、また２種以上を混合
して用いてもよい。
【００２６】
　本反応は、アミノ性官能基含有オルガノポリシロキサン中のアミノ官能性基１モルに対
して、トリアジントリチオール０．３～１．５モルを添加して行うが、好ましくは０．５
～１．３モル、より好ましくは０．７～１．０モルの添加量である。０．３モルより少な
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いと、オルガノポリシロキサン中のトリアジンチオール基の量が少なくなってしまい、本
発明の接着効果が十分に発現しない。一方、１．５モルを超えて添加すると、未反応のト
リアジントリチオールが不純物として残存してしまう他、それに伴う反応物の粘度増加が
起こり、製造時のハンドリングが困難となってしまう。
【００２７】
　ここで、アミノ官能性基の一級及び二級アミノ基部分と、トリアジントリチオールとの
反応では、硫化水素が副生成物として発生する。
【００２８】
　本発明のプライマー組成物は、前記したトリアジンチオール基とアルケニル基を有する
オルガノポリシロキサンと、有機溶媒、及び必要に応じて有機チタン酸エステルとを含む
ものである。
【００２９】
　有機溶媒は、有効成分の溶解性、分散性があるものならば特に限定されず、具体的な例
は前記した反応溶媒と同様であるが、トリアジンチオール基とアルケニル基を有するオル
ガノポリシロキサンとチタン酸エステルの溶解性及びプライマーとしての塗布作業に当た
っての蒸発性を考慮して選択され、例えば、リグロイン、トルエン、キシレン、ヘキサン
、酢酸エチル、ベンゼン、ヘプタン、イソプロピルアルコール、塩化メチレン、トリクロ
ロエチレン等が挙げられ、これらを単独で又は２種以上の混合物として使用できる。
【００３０】
　有機チタン酸エステルは、市販されているものを用いてよく、構造等は特に限定されな
いが、具体的にはチタン酸エステル類としては、テトラエチルチタネート、テトライソプ
ロピルチタネート、テトラノルマルブチルチタネート、ブチルチタネートダイマー、テト
ラ（２－エチルヘキシル）チタネート、及びこれらの重合物が挙げられ、また、チタンア
セチルチタネート、ポリチタンアセチルアセトネート、チタンオクチルグリコート、チタ
ンラクテート、チタンラクテートエチルエステル、チタントリエタノールアミネート等の
チタンキレート化合物を使用することもでき、これらの１種を単独で又は２種以上を併用
して使用することができる。
【００３１】
　トリアジンチオール基とアルケニル基を有するオルガノポリシロキサンとチタン酸エス
テル類を有機溶媒に溶解する場合の配合割合は、特に限定されず、各成分が溶解して塗布
作業に適するものであればよいが、通常、トリアジンチオール基とアルケニル基を有する
オルガノポリシロキサンの濃度は１～３０質量％であり、チタン酸エステル類の濃度は０
．５～１０質量％である。
【００３２】
　本発明に係るプライマー組成物は、これを基材に塗布し、これをミラブル型シリコーン
ゴム組成物の硬化物等と接着させることができる。この場合、基材としては特に制限され
ないが、本発明に係るトリアジンチオール基とアルケニル基を有するオルガノポリシロキ
サンと有機溶媒とを含むプライマー組成物は、好ましくはシリコーンゴムと金属の接着性
を向上させることができ、特に金、銀、銅等の非腐食性金属に対して接着させることがで
きる。
【００３３】
　ここで、本発明において、ミラブル型シリコーンゴム組成物とは、加硫硬化してエラス
トマーとなることができるポリオルガノシロキサンをベースとし、これに硬化剤を配合し
たものである。
【００３４】
　その反応機構としては、（１）有機過酸化物加硫剤による架橋方法、（２）付加反応に
よる方法等が知られており、その反応機構によって、ベース成分と硬化剤成分、即ち、硬
化用触媒もしくは架橋剤との好ましい組み合わせが決まることは周知である。即ち、上記
（１）の架橋方法を適用する場合においては、通常、ベース成分としては、一分子中のケ
イ素原子に結合した有機基のうち、アルケニル基を含有する、重合度１０００以上のポリ
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ジオルガノシロキサンが用いられる。また、硬化剤成分としては、ベンゾイルペルオキシ
ド、２，４－ジクロロベンゾイルペルオキシド、ジクミルペルオキシド、クミル－ｔ－ブ
チルペルオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ－ｔ－ブチルペルオキシヘキサン、ジ
－ｔ－ブチルペルオキシド等の各種の有機過酸化物加硫剤が用いられ、特に低い圧縮永久
歪みを与えることから、ジクミルペルオキシド、クミル－ｔ－ブチルペルオキシド、２，
５－ジメチル－２，５－ジ－ｔ－ブチルペルオキシヘキサン、ジ－ｔ－ブチルペルオキシ
ドが好ましい。なお、これらの有機過酸化物加硫剤は、１種単独で又は２種以上の混合物
として用いられる。
【００３５】
　上記硬化成分の有機過酸化物の配合量は、一般にベース成分１００質量部に対して、０
．０５～１５質量部の範囲が好ましい。有機過酸化物の配合量が０．０５質量部未満では
加硫が充分に行われず、また１５質量部を超えて配合してもそれ以上の格別の効果がない
ばかりか、得られたシリコーンゴムの物性に悪影響を与えるおそれがある。
【００３６】
　また、上記した（２）の付加反応を適用する場合のベース成分としては、上記（１）に
おけるベース成分と同様なものが用いられる。また、硬化剤は、硬化用触媒として、塩化
白金酸、白金オレフィン錯体、白金ビニルシロキサン錯体、白金黒、白金トリフェニルホ
スフィン錯体等の白金系触媒が用いられ、架橋剤として、ケイ素原子に結合した水素原子
が一分子中に少なくとも平均２個を超える数を有するポリジオルガノシロキサンが用いら
れる。上記の硬化剤のうち、硬化用触媒の配合量は、一般にベース成分に対して白金原子
の量として１～２００ｐｐｍの範囲となる量が好ましい。硬化用触媒の配合量が白金原子
の量として１ｐｐｍ未満では充分に硬化が進行せず、また２００ｐｐｍを超えて配合して
も特に硬化速度の向上等が期待できない。
【００３７】
　架橋剤の配合量は、ベース成分中のアルケニル基１個に対して、架橋剤中のケイ素原子
に結合した水素原子が０．５～４．０個となるような量が好ましく、更に好ましくは１．
０～３．０個となるような量である。水素原子の量が０．５個未満である場合は、組成物
の硬化が充分に進行せず、硬化後の組成物の硬さが低くなり、また水素原子の量が４．０
個を超えると、硬化後の組成物の物理的性質や耐熱性が低下する。
【００３８】
　以上のような各種の反応機構において用いられるポリオルガノシロキサンベースポリマ
ーの有機基は、１価の置換又は非置換の炭化水素基であり、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ヘキシル基、ドデシル基のようなアルキル基、フェニル基のようなアリ
ール基、β－フェニルエチル基、β－フェニルプロピル基のようなアラルキル基等の非置
換の炭化水素基や、クロロメチル基、３，３，３－トリフルオロプロピル基等の置換炭化
水素基が例示され、一般的には合成のしやすさ等からメチル基が多用される。
【００３９】
　ここで、本発明において、基材とシリコーンゴムとを接着させる方法としては、基材に
本発明のプライマー組成物を塗布し、このプライマー組成物の塗布層にミラブル型シリコ
ーンゴム組成物等を積層し、加熱してシリコーンゴム組成物を硬化させる方法が好適に採
用される。
【００４０】
　この場合、プライマー組成物の塗布層の厚さは、１～３０μｍが好ましい。また、シリ
コーンゴム組成物の硬化は加硫方法、成形物の形状等により選択すればよいが、一般に１
００～２５０℃、特に１２０～２００℃に１～３０分、特に５～１５分加熱する方法が採
用される。なお、シリコーンゴム組成物の厚さに制限はなく、用途によって相違するが、
通常０．１～１０ｍｍである。
【００４１】
　本発明のトリアジンチオール基とアルケニル基を有するオルガノポリシロキサンは、ト
リアジンチオール基が金、銀、銅といった金属基材と－Ｓ－Ｍ（Ｍ＝金、銀、銅）結合を
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形成し、アルケニル基がシリコーンゴム組成物の架橋に組み込まれることで、接着向上に
有効なプライマーとして機能する。
【実施例】
【００４２】
　以下、実施例、比較例を挙げて本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施
例に限定されるものではない。例中、ＩＲは赤外分光法の略である。なお、以下の例にお
いて部は質量部を、Ｍｅはメチル基を、重量平均分子量はゲルパーミエーションクロマト
グラフィー（ＧＰＣ）によるスチレン換算値を示す。
【００４３】
　　［合成例１］
　下記シロキサン単位式（８）で示されるビニル基及びアミノ基含有シリコーンオイル１
２２．４ｇ（アミン当量４４００）、トリアジントリチオール１．７ｇ、トルエン２５０
ｇを温度計、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃で４時
間加熱攪拌して反応を進行させた。反応の進行と共に混合物の粘度は増加し、増粘が停止
したところで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素も除去
した。得られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は２３０
００であった。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、Ｎ－Ｈ
構造に由来する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観測され
たことから、目的とする反応が理想通り進行し、本生成物がトリアジンチオール基とアル
ケニル基を有する下記単位式（９）で示されるオルガノポリシロキサンであることを確認
した。なお、図１は、反応前後のＩＲスペクトル図である。

【化１１】

Ｒ01：　Ｈ2ＮＣＨ2ＣＨ2ＮＨＣ3Ｈ6－
【００４４】

【化１２】

【００４５】
　　［合成例２］
　下記シロキサン単位式（１０）で示されるビニル基及びアミノ基含有シリコーンオイル
１００．０ｇ（アミン当量６２９９）、トリアジントリチオール２．８ｇ、トルエン２５
０ｇを温度計、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃で４
時間加熱攪拌して反応を進行させた。反応の進行と共に混合物の粘度は増加し、増粘が停
止したところで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素も除
去した。得られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は２３
０００であった。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、Ｎ－
Ｈ構造に由来する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観測さ
れたことから、目的とする反応が理想通り進行し、本生成物がトリアジンチオール基とア
ルケニル基を有する下記単位式（１１）で示されるオルガノポリシロキサンであることを
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確認した。
【化１３】

Ｒ03：Ｈ2ＮＣ3Ｈ6－
【００４６】
【化１４】

【００４７】
　　［合成例３］
　下記シロキサン単位式（１２）で示されるビニル基及びアミノ基含有シリコーンオイル
１００．０ｇ（アミン当量７８３）、トリアジントリチオール２２．６ｇ、トルエン２５
０ｇを温度計、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃で４
時間加熱攪拌して反応を進行させた。反応の進行と共に混合物の粘度は増加し、増粘が停
止したところで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素も除
去した。得られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は２８
０００であった。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、Ｎ－
Ｈ構造に由来する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観測さ
れたことから、目的とする反応が理想通り進行し、本生成物がトリアジンチオール基とア
ルケニル基を有する下記単位式（１３）で示されるオルガノポリシロキサンであることを
確認した。

【化１５】

Ｒ03：　Ｈ2ＮＣ3Ｈ6－
【００４８】
【化１６】

【００４９】
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　　［合成例４］
　下記シロキサン単位式（１４）で示されるビニル基及びアミノ基含有シリコーンオリゴ
マー１００．０ｇ（アミン当量８８１）、トリアジントリチオール２０．１ｇ、トルエン
２５０ｇを温度計、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃
で４時間加熱攪拌して反応を進行させた。反応の進行と共に混合物の粘度は増加し、増粘
が停止したところで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素
も除去した。得られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は
１００００であった。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、
Ｎ－Ｈ構造に由来する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観
測されたことから、目的とする反応が理想通り進行し、本生成物がトリアジンチオール基
とアルケニル基を有する下記単位式（１５）で示されるオルガノポリシロキサンであるこ
とを確認した。
【化１７】

Ｒ03：　Ｈ2ＮＣ3Ｈ6－
【００５０】
【化１８】

【００５１】
　　［合成例５］
　下記シロキサン単位式（１６）で示されるビニル基及びアミノ基含有シリコーンオリゴ
マー１００．０ｇ（アミン当量８８１）、トリアジントリチオール２０．１ｇ、トルエン
２５０ｇを温度計、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃
で４時間加熱攪拌して反応を進行させた。反応の進行と共に混合物の粘度は増加し、増粘
が停止したところで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素
も除去した。得られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は
１８０００であった。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、
Ｎ－Ｈ構造に由来する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観
測されたことから、目的とする反応が理想通り進行し、本生成物がトリアジンチオール基
とアルケニル基を有する下記単位式（１７）で示されるオルガノポリシロキサンであるこ
とを確認した。

【化１９】

Ｒ03：Ｈ2ＮＣ3Ｈ6－
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【００５２】
【化２０】

【００５３】
　　［合成例６］
　下記シロキサン単位式（１８）で示されるビニル基及びアミノ基含有シリコーンオリゴ
マー１００．０ｇ（アミン当量８８１）、トリアジントリチオール２０．１ｇ、トルエン
２５０ｇを温度計、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃
で４時間加熱攪拌して反応を進行させた。反応の進行と共に混合物の粘度は増加し、増粘
が停止したところで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素
も除去した。得られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は
１７０００であった。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、
Ｎ－Ｈ構造に由来する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観
測されたことから、目的とする反応が理想通り進行し、本生成物がトリアジンチオール基
とアルケニル基を有する下記単位式（１９）で示されるオルガノポリシロキサンであるこ
とを確認した。

【化２１】

Ｒ03：Ｈ2ＮＣ3Ｈ6－
【００５４】
【化２２】

【００５５】
　　［比較合成例１］
　アミノ基含有シリコーンオイルＸ－２２－１６１Ａ　２２３．７ｇ（アミン当量８００
、信越化学工業（株）製）、トリアジントリチオール５０ｇ、トルエン２５０ｇを温度計
、水冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃で４時間加熱攪拌
して反応を進行させた。反応の進行と共に、混合物の粘度は増加し、増粘が停止したとこ
ろで反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素も除去した。得
られた反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は２０００であっ
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する吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観測されたことから
、本生成物が下記単位式で示されるオルガノポリシロキサンであることを確認した。
［Ｒ04Ｍｅ2ＳｉＯ1/2］0.17［Ｍｅ2ＳｉＯ2/2］0.83

【００５６】
【化２３】

【００５７】
　　［比較合成例２］
　アミノ基含有シリコーンオイルＫＦ－８００８　１５８．６ｇ（アミン当量５７００、
信越化学工業（株）製）、トリアジントリチオール５ｇ、トルエン２５０ｇを温度計、水
冷コンデンサーを備えた１Ｌセパラブルフラスコに収め、１２０℃で４時間加熱攪拌して
反応を進行させた。反応の進行と共に、混合物の粘度は増加し、増粘が停止したところで
反応終了とした。その後、溶媒を減圧下で留去し、発生した硫化水素も除去した。得られ
た反応生成物は淡黄濁色のワックス状物質であり、重量平均分子量は１２０００であった
。この生成物のＩＲスペクトルを測定したところ、反応前と比べて、Ｎ－Ｈ構造に由来す
る吸収が減少し、新たにトリアジンチオール構造に由来する吸収が観測されたことから、
本生成物が下記単位式で示されるオルガノポリシロキサンであることを確認した。
［Ｒ04Ｍｅ2ＳｉＯ1/2］0.012［Ｍｅ2ＳｉＯ2/2］0.988

【００５８】

【化２４】

【００５９】
　　［実施例、比較例］
　表１に示す成分を十分混合してプライマー組成物１～２２を製造した。
【００６０】
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【表１】

【００６１】
　トリアジンチオールシランは、下記構造式で示されるトリアジンジチオール基含有シラ
ンカップリング剤を示す。
【化２５】

【００６２】
　ビニルシランはＫＢＭ－１００３（信越化学工業（株）製）、アミノシランはＫＢＥ－
９０３（信越化学工業（株）製）を使用した。
　次に上記プライマー組成物１～２２を使用して接着力と接着界面を下記方法により測定
した。
【００６３】
〈接着力〉
　シリコーンゴムコンパウドＫＥ９５１Ｕ（信越化学工業（株）製）１００部に２，５－
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込み、よく分散させて未加硫ゴム（ミラブル型シリコーンゴム組成物）を作製した。被着
体として揮発油などで十分に洗浄して清浄な表面にした１インチ幅の板状の金属テストサ
ンプルを用い、その２枚にプライマーを塗布し、プライマー塗布面を上記未加硫ゴムを間
に挟んで１平方インチだけ重ね、５０ｋｇｆ／ｃｍ2で圧着して１６５℃において１０分
間プレスキュアーし、図２のようなサンプルを成形した。なお、図２において１は被着体
、２はゴムを示す。
　このテストサンプルの両端を両手で持ち、引き離す方向（左右）に引っ張り、破断が起
きた後の、被着体に残るゴムの接着面積の大きさで接着力を評価し、接着したゴムの残存
面積が８０～１００％を◎、５０～８０％を○、２０～５０％を△、０～２０％を×とし
た。
【００６４】
〈接着界面〉
　上記の接着力試験を行った剥離後のシリコーンゴム表面及び被着体のプライマー付着を
目視で確認した。この場合、剥離後のシリコーンゴム表面と被着面の両方にプライマー成
分が付着しているときはプライマー内凝集破断（Ａ）、シリコーンゴム表面にプライマー
の付着が認められなかったときはプライマー／シリコーンゴム界面剥離（Ｂ）、被着体表
面にプライマーの付着が認められなかったときはプライマー／被着体界面剥離（Ｃ）とし
た。
【００６５】
　なお、プライマーの塗布は下記の方法で行った。
【００６６】
　　［実施例１］
　プライマー１に被着体を３０秒間浸漬させた後、１５０℃×６０分間加熱乾燥後、シリ
コーンゴムと接着した。得られた接着サンプルを上記方法により、接着力、接着界面の評
価を行った。
【００６７】
　　［実施例２～１２、比較例１～１０］
　実施例１のプライマー１を表２に示したプライマーに変更した以外は同様の作業を行っ
た。
　以上の結果を表２に示す。
【００６８】
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【表２】

【００６９】
　表２の結果より、アルケニル基及びトリアジンチオール基のどちらか一方のみを含むか
、もしくはどちらも含まないシロキサン化合物を主成分とするプライマー（比較例）に比
べ、アルケニル基とトリアジンチオール基を有するシロキサン化合物を主成分とするプラ
イマーを用いた場合、金属（銅、銀）／シリコーンゴム間の接着を向上させることが認め
られる。
【図面の簡単な説明】
【００７０】
【図１】図１は合成例１における反応の前後のＩＲスペクトル図である。
【図２】図２は接着力試験で用いたサンプルを示す斜視図である。
【符号の説明】
【００７１】
１　被着体
２　ゴム
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